
防府市重度心身障害者医療費助成要綱 

昭和５８年２月１日制定 

 （目的） 

第１条 この要綱は、重度心身障害者（以下「障害者」という。）の医療費の

一部を助成することにより、当該障害者の保健の向上を図り、もって障害者

の福祉の増進に資することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「社会保険各法」とは、次の各号に掲げる法律をい

う。 

(１) 健康保険法（大正１１年法律第７０号） 

(２) 船員保険法（昭和１４年法律第７３号） 

(３) 私立学校教職員共済組合法（昭和２８年法律第２４５号） 

(４) 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号） 

(５) 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号） 

(６) 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号） 

(７) 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号） 

２ この要綱において「対象者」とは、防府市内に居住地を有する者又は国民

健康保険法第１１６条若しくは第１１６条の２の規定により防府市が行う国

民健康保険の被保険者とした者又は高齢者の医療の確保に関する法律第５５

条の規定により山口県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療の被保

険者とした者で、かつ、別表第１に定める障害者に該当する者のうち、社会

保険各法の規定による被保険者、組合員又は被扶養者であって、その所得が

国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置に関する政令（昭

和６１年政令第５４号）第５２条に規定するところにより、なおその効力を

有することとなる旧国民年金法施行令（昭和３４年政令第１８４号）第６条

の４第１項に規定する額を超えないものをいう。 

３ 前項に規定する所得は、対象者の前年の所得（ただし、１月から６月まで

の間に受けた医療に係るものについては前々年の所得とする。）とする。 

４ 第２項の規定にかかわらず、次の各号の一に該当する者は、対象者としな

いものとする。 



(１) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている世

帯に属する者 

(２) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号若し

くは同条第２項の措置又は同法第３３条の規定による一時保護を受けて

いる者であって、国又は地方公共団体の負担による医療費の支給を受け

ることができるもの 

(３) 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１６条の規定による

施設入所等の措置を受けている者であって、国又は地方公共団体の負担

による医療費の支給を受けることができるもの 

(４) 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第１１７

号）による一般疾病医療費の支給を受けることができる者 

(５) 国民健康保険法第１１６条又は第１１６条の２の規定により他の市町

村が行う国民健康保険の被保険者とされた者 

(６) 高齢者の医療の確保に関する法律第５５条の規定により山口県後期高

齢者医療広域連合以外の後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療

の被保険者とされた者 

５ この要綱において「社会保険各法の規定による医療に関する給付」とは、

疾病又は負傷につき社会保険各法による療養の給付又は入院時食事療養

費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、家

族療養費、家族訪問看護療養費、特別療養費、高額療養費及び高額介護合

算療養費の支給をいう。 

 （助成の範囲） 

第３条 市長は、対象者の疾病又は負傷について、社会保険各法の規定による

医療に関する給付が行われた場合において当該医療に関する給付の額（その

者が社会保険各法による療養の給付を受けたときは、当該療養の給付の額か

ら当該療養の給付に関する社会保険各法の規定による一部負担金に相当する

額を控除した額とする。）が当該医療に要する費用の額に満たないときは、

その満たない額に相当する額（社会保険各法による入院時食事療養又は入院

時生活療養に係る療養を受ける者については、当該入院時食事療養費又は当

該生活療養標準負担額を除いた額とする。）を、重度心身障害者医療費（以



下「障害者医療費」という。）として助成するものとする。 

ただし、当該疾病又は負傷について、法令の規定により国又は地方公共

団体の負担による医療に関する給付が行われるときは、この限りでない。 

２ 前項の医療に要する費用の額は、健康保険の療養に要する費用の額の算定

方法の例により算定した額とする。ただし、現に要した費用の額を超えるこ

とはできない。 

 （受給者証の交付申請） 

第４条 この要綱により障害者医療費の助成を受けようとする者はあらかじ

め市長に対し福祉医療費受給者証交付更新申請書（第１号様式。以下「交

付更新申請書」という。）に次に掲げる書類を添付または提示し、申請し

なければならない。 

(１) 国民年金証書、特別児童扶養手当証書、身体障害者手帳、療育手帳、

その他別表第１に定める障害を有する者であることを証する書類 

(２) 受給者の属する保険者又は組合（以下「医療保険」という。）の被保

険者であることを証する書類等 

(３) 所得状況を記載した書類で市長が必要と認めるもの 

（４） その他市長が必要と認めた書類 

２ 前項の申請に当たって、障害者医療費の助成を受けようとする者は、次に

掲げる事項について、同意しなければならない。 

（１）市長が福祉医療費受給者証の交付及び更新要件確認のため、所得状況、

１９歳未満の扶養親族の扶養状況を調査すること。 

（２）市長が高額療養費算定基準額及び一部負担金割合の確認のため、被保険

者の世帯の課税状況を調査すること。 

（３）保険者から高額療養費及び高額介護合算療養費並びに付加給付金の支給

を受けることができる場合、申請及び受領について市長に委任すること。 

（４）高額療養費及び高額介護合算療養費並びに付加給付金その他法令等によ

り医療費の助成を受けた場合、市長の過払い相当額を市へ返還すること。 

（５）保険者に対して医療に関する給付及び高額療養費及び高額介護合算療養

費並びに付加給付金の支給状況並びに保険資格を市長が確認すること。 

（６）防府市重度心身障害者医療費助成要綱又はこの要綱に基づく指示に違反



したときは、受給者証の交付をせず、又は既に交付している受給者証の効

力を停止し、若しくは助成の全部又は一部を支給しない場合があること。 

 （受給者証の交付等） 

第５条 市長は、前条第１項の規定による申請書の提出があった場合におい

て、その申請に係る者が対象者であると認めるときは、申請書が提出された

月の１日から障害者医療費の助成を行うものとし、福祉医療費受給者証（第

２号様式の１または２、以下「受給者証」という。）を交付するものとす

る。 

２ 市長は、すでに受給者証の交付を受けている者（以下「受給者」とい

う。）が受給者証の有効期間満了後も受給要件を満たす者であることが確認

できた場合は、新しい受給者証を交付することができる。 

３ 前項の規定にかかわらず、次の各号の一に該当する者は、毎年５月から６

月の定める期間に、前条第１項各号に掲げる書類を添えて交付更新申請書の

提出を求めるものとし、申請した対象者に有効期間満了後も引き続き障害者

医療費の助成を行うものとする。 

（１）別表第１に定める障害の認定に期限がある受給者 

（２）別表第１に定める障害の認定に再認定等があり、再認定等の期限がその

年の７月１日時点において経過する受給者 

（３）社会保険各法による住所地特例を受けている受給者 

（４）その年の７月１日において６５歳未満の受給者であって、同年の２月末

日において入院期間が１年を超える者 

（５）その他市長が特に必要と認められる受給者 

４ 受給者証の有効期間は、交付の日（更新の場合にあってはその年の７月１

日）からその日以後最初に到来する６月３０日までとする。ただし、別表第

１に定める障害の認定の期限が交付の日以後最初に到来する６月３０日より

前であるときは、障害の期限の属する月の末日を受給者証の有効期間とす

る。 

５ 前項の規定にかかわらず、７４歳の者にあっては、第１号様式の１（第５

条関係）による受給者証を７５歳の誕生日の前日まで交付し、７５歳の誕生

日以降は第１号様式の２（第５条関係）による受給者証を交付するものとす



る。 

 （現金給付による助成） 

第６条 市長は、当該医療費に関する社会保険各法の規定による一部負担金を

支払ったことを証する資料を添えて福祉医療費交付申請書（第３号様式）を

提出した受給者に障害者医療費の助成を行うものとする。 

２ 前項の規定による申請書の提出に当たっては、受給者証の提示を求めなけ

ればならない。ただし、公簿等で確認できた場合は、この限りではない。 

３ 市長は、前項の申請書を受理した場合において、その内容を審査の上適当

と認めるときは、障害者医療費の額を決定し、受給者に支払うものとする。

このうち高額療養費及び高額介護合算療養費並びに付加給付金相当額が受給

者又は社会保険各法の被保険者に支給される場合は、当該高額療養費及び高

額介護合算療養費並びに付加給付金を除いた額を障害者医療費として支払う

ものとする。 

４ 市長は、受給者に助成した障害者医療費に過払分があるときは、当該過払

による返還金に係る債権（以下、「返還金債権」という。）に係る債務の弁

済をすべき者に支払うべき障害者医療費を当該過払による返還金債権の金額

に充当することができる。 

 （現物給付による助成） 

第７条 市長は、受給者が社会保険各法に規定する保険医療機関、保険薬局若

しくは指定訪問看護事業者又はその他別に定める病院、診療所若しくは薬局

（以下「保険医療機関等」という。）で医療を受けた場合においては、前条

の規定にかかわらず、当該医療費に関して受給者に助成すべき金額を限度と

して当該保険医療機関等に対し受給者に代わり医療費を支払うことができ

る。 

２ 前項の規定により医療費を支払ったときは、当該医療を受けた者に対し前

条の規定による障害者医療費の助成を行ったものとみなす。 

３ 市長は、第１項の規定による医療費の支払を行う場合において、保険医療

機関等に支払うべき医療費の額の審査及び支払に関する事務を山口県国民健

康保険団体連合会に委託する方法により行うものとする。 

 （受療の手続き） 



第８条 受給者は、前条の規定により医療を受けようとするときは当該医療を

受けようとする保険医療機関等から、電子資格確認その他厚生労働省令で定

める方法により、被保険者であることの確認を受けるとともに受給者証を提

出しなければならない。ただし、緊急やむを得ない事由によりこれを提出す

ることができない者であって受給者であることが明らかなものについては、

この限りでない。 

 （助成の制限等） 

第９条 市長は、単身世帯である対象者（生活保護法による保護の実施要領に

基づき、世帯分離の措置等により単身世帯として取り扱われる者を含む。）

のうち６５歳以上の者を除き、継続した入院期間（受給者となる前の入院期

間を含む。）が１年を超え、かつ、その月額平均収入額が別表第２に定める

基準額を下回るものについては、第３条の規定にかかわらず、入院に係る障

害者医療費は助成しないものとする。ただし、別に定める事由に該当し、市

長が特に認めた場合は、この限りでない。 

２ 市長は、受給者証の有効期間内に第１項の規定により入院に係る障害者医

療費を助成しないこととなる者については、同項の規定にかかわらず、当該

受給者証の有効期間内に限り、なお入院に係る障害者医療費を助成するもの

とする。 

第10条 この要綱による助成は、対象者及びその家族が、対象者の負傷又は疾

病に関して障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）に基づく自立支援医療その他法令の規定によ

り国又は地方公共団体の負担による医療に関する給付を受けることができな

い場合に限り行うものとする。 

２ 市長は、必要があると認めるときは、この要綱による障害者医療費の助成

を受ける者に対し、対象者の収入、資産、家族の状況等に関し報告を求め、

又は関係職員をして調査させるものとする。 

３ 市長は、この要綱による障害者医療費の助成を受ける者が、正当な理由が

なくこの要綱又はこの要綱に基づく指示に違反したときは、受給者証を交付

せず、又は既に交付している受給者証の効力を停止し、若しくは助成の全部

若しくは一部を支給しないことができる。 



 （変更事項等の届出） 

第11条 受給者は、次の各号の一に該当するときは、市長に対し、福祉医療費

受給者変更事項届出書（第４号様式）を提出し、届け出なければならない。 

(１) 住所又は氏名を変更したとき 

(２) 加入している医療保険に変更があったとき 

(３) 助成の対象となる医療の事由が第三者の行為によるとき 

(４) 受給者証を紛失したとき 

（５） 市外へ転出するとき 

（６） 生活保護を受けるようになったとき 

（７） 高額療養費及び高額介護合算療養費並びに付加給付金（以下、「高

額療養費」という。）を受けたとき 

（８） 別表１に定める障害の程度に変更があったとき 

（９） 税の申告等により所得や控除、扶養親族数に変更があり、所得が増

えたとき。 

２ 受給者は、受給者の住所と異なる住所に、交付更新申請書および受給者証

の送付先を変更したいときは、市長に対し、福祉医療交付更新申請書・受給

者証送付先変更申出書（第５号様式）を提出しなければならない。 

 （受給者証の再交付） 

第12条 市長は、受給者証を破損し又は紛失した者に対して、受給者又はその

家族等の申し出に基づき受給者証を再交付することができる。 

 （受給者証の返還） 

第13条 受給者又はその家族は、第５条第３項の規定による受給者証の更新の

申請をしないとき又は受給者が死亡したとき若しくは受給者としての要件を

欠くに至ったときは、当該受給者証を市長に返還しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による受給者証の返還がない場合は、職権で資格喪失

の処理を行うものとする。 

 （障害者医療費の返還） 

第14条 市長は、偽りその他不正な行為により障害者医療費の助成を受けた者

があるときは、その者から、既に助成した障害者医療費の全部又は一部を返

還させるものとする。 



２ 市長は、受給者が疾病又は負傷に関し損害賠償を受けたときは、その金額

の限度において、障害者医療費の全部若しくは一部を助成せず、又は既に助

成した障害者医療費の額に相当する額を返還させるものとする。 

３ 市長は、受給者に対して保険者から高額療養費を受けたかどうか質問する

ことができ、支給した障害者医療費に高額療養費が含まれている場合は、高

額療養費相当額の障害者医療費の返還を命ずることができる。 

４ 市長は、保険者に対して高額療養費の照会及び請求を行うことができ、保

険者から高額療養費を受領することができる。 

 （その他） 

第15条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項は

別に定める。 

   附 則 

１ この要綱は、昭和５８年２月１日から施行する。 

２ 防府市重度心身障害者医療費助成要綱（昭和５６年４月１日制定。以下

「旧要綱」という。）は、廃止する。 

３ この要綱の施行の際、旧要綱の規定により交付されている受給者証は、

この要綱の規定に基づいて交付されたものとみなす。 

   附 則 

 この要綱は、昭和５９年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成６年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成７年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則 

  この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則 

 １ この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

 ２ 本則第３条に定める障害者医療費として対象者に助成する額に、平成１



５年４月１日から平成１５年９月３０日までの間は社会保険各法又は老

人保健法の規定による入院時食事療養費の標準負担額のうち１日当たり

５００円（実際に負担する額がこの額に満たないときは、当該実際の負

担額）を、平成１５年１０月１日から平成１６年９月３０日までの間は

１日当たり２５０円（実際に負担する額がこの額に満たないときは、当

該実際の負担額）を加える。 

附 則 

 １ この要綱は、平成１６年１０月１日から施行する。 

 ２ 本則第３条に定める障害者医療費として対象者に助成する額のうち、社

会保険各法又は老人保健法の規定による入院時食事療養費の標準負担額

は助成しないものとする。 

附 則 

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２０年８月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年７月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２８年１月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２９年５月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 



 この要綱は、令和６年１２月２日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 



別表第１（第２条関係） 

障害者の範囲 

  

号 

 
障害者 

１ 

 

 国民年金法施行令（昭和３４年政令第１８４号）別表の

１級に該当する程度の障害を有する者 

 

２ 

 

 

 身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５

号）別表第５号の３級に該当する程度の障害を有する者 

 

別表第２（第９条関係） 

入院医療費助成の対象となる者の収入の基準 

  

基準額 基準額の内訳 

   

 基準額の内訳

の１から３ま

でに定める事

項につき、 

１ 

 

 生活保護法による保護の基準で定める

入院患者日用品費の月額基準額 

それぞれ算定

した額を合算

した額 

２ 

 

 

 生活保護法による保護の基準で定める

障害程度に応じた障害者加算の月額 

 

 

 

 

 

３ 

 

 

 

 社会保険各法の規定による医療に関す

る給付が行われた場合において最高とな

る月額の自己負担額 

 



 

別記第１号様式（第４条関係）

　

　　この申請について、下記の事項に同意し、福祉医療受給者証の交付・更新を申請します。

　　平成　　年　　月　　日　　福祉医療受給者　氏　名　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　個人番号（　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（　　　　）　　－

　　　　　　　　　　　　　　　代理申請する方　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（　　　　）　　－

　　防　府　市　長　様

受給者番号

生年月日
資格取得日 平成　　　年　　月　　日

資格喪失日 平成　　　年　　月　　日　障害要件

　　１．身体障害者手帳（１～３級）を持っている

喪失理由
　　２．療育手帳Ａを持っている

受
　
給
　
者

住　　所

福祉医療費受給者証交付・更新申請書
　　　　　　　　　（重度心身障害者用）

フリガナ 性別
福祉医療

氏　　名

　　３．後期高齢者医療

後期高齢者　　３．精神障害者保健福祉手帳１級を持っている

医療移行日
　　４．障害を理由とする年金の１級を受給している

※太線の枠内は記入しないでください。  

　　５．特別児童扶養手当等の１級等を受給している

　　６．その他（　　　　　　　　　　　　　）

　加入医療保険（※社会保険の方は４に記入してください。）

　　１．国民健康保険　　

　　２．国民健康保険（退職者医療）

　　４．その他の保険 記号・番号  （　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　）

被保険者氏名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

発行機関名称（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　５．生活保護

（１）市長が福祉医療費受給者証の交付及び更新要件確認のため、所得状況、１９歳未満の扶養親族の扶養状況を
調査すること。

（２）市長が高額療養費算定基準額及び一部負担金割合の確認のため、被保険者の世帯の課税状況を調査すること。
（３）保険者から高額療養費及び高額介護合算療養費並びに付加給付金の支給を受けることができる場合、申請及

び受領について市長に委任すること。
（４）高額療養費及び高額介護合算療養費並びに付加給付金その他法令等により医療費の助成を受けた場合、市長

の過払い相当額を市へ返還すること。
（５）保険者に対して医療に関する給付及び高額療養費及び高額介護合算療養費並びに付加給付金の支給状況並び

に保険資格を市長が確認すること。
（６）防府市重度心身障害者医療費助成要綱又はこの要綱に基づく指示に違反したときは、受給者証の交付をせず、

又は既に交付している受給者証の効力を停止し、若しくは助成の全部又は一部を支給しない場合があること。



 

 

 

 

 

 

  

第１号様式の１（第５条関係） 

 

1

2

3

4 次の場合には、速やかに市（町）長に届け出てください。

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

5

◎この受給者証は、病院・診療所等において、医療保険の自己
負担分の全部又は一部を支払わないで受診できるものですか
ら、大切に保管してください（ただし、入院時の食費等は自己負
担があります。）。

◎この受給者証は、県外では原則として使用できません。

◎偽り又は不正な行為により、この受給者証を使用したり、市
（町）に対する申告や報告が正しくなかったり、また、市（町）長
の指示に正当な理由が無く応じなかったときは、医療費の助成
が受けられなかったり、既に助成した医療費を返還していただく
ことがあります。

他の法令等により医療費の助成を受けられるとき若しくは受けたとき

高額療養費、高額介護合算療養費、附加給付金を受けたとき

税の申告等により所得の増額や控除の減額があったとき

受給者の資格がなくなったとき又はこの受給者証の有効期間が満
了したときは、速やかに市長にこの受給者証を返納してください。

氏名、住所、加入医療保険の内容、障害者手帳等の等級に変更があるとき

医療の原因が交通事故等第三者の加害によるものであるとき

受給者証を紛失したとき

医療費の助成がある施設へ入所したとき

生活保護を受けるようになったとき

注　意　事　項
　保険医療機関等で受診される際は、この受給者証を必ず窓口に
提出してください。

　人工腎臓（透析治療）、心臓手術、パーキンソン病等の医療には、
自立支援医療、特定疾患医療等の医療の給付が優先適用されま
すので、これらの医療を受診される際は、必ず市長に協議してくださ
い。
　一部負担金の上限額とは、１か月毎に保険医療機関等が医療費
の請求を行う診療報酬明細書毎の医療保険の自己負担分（入院時
の食事療養費及び生活療養費に係る自己負担分は除く）に対して、
受給者が支払わなければならない限度額をいいます。
　ただし、院外処方箋の交付により、保険薬局で薬剤の処方を受け
る場合は、一部負担金の支払いは必要ありません。



  

第１号様式の２（第５条関係） 

 

1

2

3

4 次の場合には、速やかに市（町）長に届け出てください。

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

5

◎この受給者証は、病院・診療所等において、医療保険の自己
負担分の全部又は一部を支払わないで受診できるものですか
ら、大切に保管してください（ただし、入院時の食費等は自己負
担があります。）。

◎この受給者証は、県外では原則として使用できません。

◎偽り又は不正な行為により、この受給者証を使用したり、市
（町）に対する申告や報告が正しくなかったり、また、市（町）長
の指示に正当な理由が無く応じなかったときは、医療費の助成
が受けられなかったり、既に助成した医療費を返還していただく
ことがあります。

他の法令等により医療費の助成を受けられるとき若しくは受けたとき

高額療養費、高額介護合算療養費、附加給付金を受けたとき

税の申告等により所得の増額や控除の減額があったとき

受給者の資格がなくなったとき又はこの受給者証の有効期間が満
了したときは、速やかに市長にこの受給者証を返納してください。

氏名、住所、加入医療保険の内容、障害者手帳等の等級に変更があるとき

医療の原因が交通事故等第三者の加害によるものであるとき

受給者証を紛失したとき

医療費の助成がある施設へ入所したとき

生活保護を受けるようになったとき

注　意　事　項
　保険医療機関等で受診される際は、この受給者証を必ず窓口に
提出してください。

　人工腎臓（透析治療）、心臓手術、パーキンソン病等の医療には、
自立支援医療、特定疾患医療等の医療の給付が優先適用されま
すので、これらの医療を受診される際は、必ず市長に協議してくださ
い。
　一部負担金の上限額とは、１か月毎に保険医療機関等が医療費
の請求を行う診療報酬明細書毎の医療保険の自己負担分（入院時
の食事療養費及び生活療養費に係る自己負担分は除く）に対して、
受給者が支払わなければならない限度額をいいます。
　ただし、院外処方箋の交付により、保険薬局で薬剤の処方を受け
る場合は、一部負担金の支払いは必要ありません。



第３号様式（第６条関係）             福祉医療費交付申請書・療養給付費証明願  

防 府 市 長 様   福祉医療費の助成を受けたいので、資料を添付して申請します。        ※二重線内に記入  

記号番号  保険者名  受給者住所  
受給者氏名  

（個人番号）  
受給者証記号番号  生年月日  

 

□  国民健康保険  

□  山口県後期高齢者医療広域連合  

□  全国健康保険協会     支部   

□  その他（           ）  

 

       

   

     

（          ）  

65－  

 

95－  

大正・昭和・平成・令和  

  

 年  月  日生  

振込金融機関  口座番号  
口座名義人  

※カタカナで記入  

電話番号  
※連絡がつきやすい番号 

□前回申請時と同一口座  

  

銀行・信用金庫  

               農協・漁協・労働金庫  

      

 

本店・支店  

支所・出張所  

         

下記の診療区分について、証明してください。  

 

令和  年  月  日 被保険者               

保 険 者 様  

下記のとおり相違ありません  

  年  月  日     

保 険 者                     印  

診療区分       年   月分  
支給決定額計 
※市事務処理欄 

円（   件）  

円（   件）  

医療機関  診療日数  医療費総額  法定給付額  本人負担額  実支出額  支給決定額  

 
入院  

入院外  

日  

日  

       

円  

       円  

(内高額   円 ) 

        

円  
円  円  

 
入院  

入院外  

日  

日  

       

円  

       円  

(内高額   円 ) 

        

円  
円  円  

 
入院  

入院外  

日  

日  

       

円  

       円  

(内高額   円 ) 

        

円  
円  円  

 
入院  

入院外  

日  

日  

       

円  

       円  

(内高額   円 ) 

        

円  
円  円  

 
入院  

入院外  

日  

日  

       

円  

       円  

(内高額   円 ) 

        

円  
円  円  

 
入院  

入院外  
日  

日  

       

円  

       円  

(内高額   円 ) 

        

円  
円  円  



【添付資料・領収書等貼付欄】※ 月別に医療機関ごと、入院・外来別、医科・歯科別に貼付のこと  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（重度心身障害者用）  

 

第４号様式（第１１条関係） 

福祉医療費受給者変更事項等届出書 

防 府 市 長  様 

  年  月  日 

住所 

申請者 

氏 名            

電話番号（  ）    

届出事項（該当項目にチェック） 

□ 住所又は氏名変更  □ 加入医療保険変更  □ 第三者行為   □ 受給者証紛失（再交付） □ 転出  

□ 生活保護受給   □ 高額療養費の返還  □ 障害程度の変更 □ 所得状況の変更  

受 給 者 番 号  

受 給 者 氏 名  生 年 月 日 T.S.H.R  年  月  日 

届 出 内 容  

住  所 

変更前 
〒 

変更後 
〒 

氏  名 

変更前 
 

変更後 
 

加入医療保険 

 加入医療保険の名称 記号・番号 被保険者氏名 

変更前 

□ 国民健康保険  
□ 後期高齢者医療保険  
□ その他  
（                ） 

  

変更後 

□ 国民健康保険  
□ 後期高齢者医療保険  
□ その他  
（                ） 

  

第三者行為 添付書類  □第三者行為の届け出   □申出書 □その他 

受給者証紛失 

（再交付）  

理由 □汚れ  □破り  □紛失  □その他（         ） 
※ 1 受給者証を破り又は汚した場合は、受給者証を添付してください。  

※ 2 再交付を受けた後、紛失した受給者証を発見した場合はすぐに返還してください。 

転   出  転 出 日       年   月   日 

生活保護受給 受 給 開 始 日     年   月   日    

高額療養費返還 返 還 額                円 ※支払い通知等の写しを添付してください 

障害要件の変更 

変 更前  

変 更後  

所得状況の変更 内 容  



第５号様式（第１１条関係）  

福祉医療交付更新申請書・受給者証送付先変更申出書  

防 府 市 長 様 

  年   月   日     

受 給 者 

住 所 

〒  

フリガナ  

 

氏 名 

 

個 人 番 号 
            

受給者番号 
 

生 年 月 日 T・ S・ H・ R    年    月    日  

電 話 番 号 
 

届 出 者 

住 所 

〒  

氏 名 
 

受給者との続柄 
 

電 話 番 号 
 

福祉医療交付更新申請並びに受給者証については下記に送付することを依頼します。  

①福祉医療交付更新申請書送付先  

送付先住所 

〒  

フリガナ  

送付先氏名  

 

送 付 先 

電 話 番 号 

 

 

②福祉医療費受給者証送付先  

送付先住所 

〒  

フリガナ  

送付先氏名  

 

送 付 先 

電 話 番 号 

 

 

変 更 理 由  

 


